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研究要旨： 
水道水質に関する農薬類，化学物質の管理向上に資するため，実態調査及び情報収集を行

った．農薬要覧 2016 に記載されている平成 27 農薬年度（平成 26 年 10 月～平成 27 年 9 月）
における農薬製剤出荷量は約 22.8 万 t で昨年より約 0.9t 減少していた．平成元年比では，
殺虫剤 42%、殺菌剤 42%，殺虫殺菌剤 32%、除草剤 53%であり，除草剤のみが増加に転じ
ている．登録農薬原体数は新たに 8 化合物が追加され，平成 28 年 9 月現在 579 種類で，平
成 16 農薬年度以降増加傾向にある．登録農薬製剤数は平成 27 年 9 月現在，殺虫剤：1097，
殺菌剤：911，殺虫殺菌剤：527，除草剤：1509，合計：4375 となっていた． 
出荷量が多く，出荷量が増加傾向のある農薬原体の一例として，例えば，平成 27 農薬年

度の出荷量が 50t 以上，平成 22 農薬年度比で 20%以上増加として 13 農薬（グリホサートカ
リウム塩，イソチアニル，クロチアニジン，プロスルホカルブ，カーバムナトリウム塩，
DCMU，ブロマシル，ポリオキシエチレンメチルポリシロキサン，メタミトロン，ソルビ
タン脂肪酸エステル，ピラクロニル，MCPP カリウム，MCPA ナトリウム塩）が該当した． 
農薬実態調査は全国 13 水道事業体（八戸圏域水道企業団，仙台市，茨城県，千葉県，東

京都，神奈川県，神奈川県内広域水道企業団，新潟市，大阪市，奈良県，神戸市，広島市，
福岡県南広域水道企業団）で実施された測定結果を集計し，検出された農薬についてとり
まとめた．平成 28 年度実態調査における検出指標値の最大値は，河川水が 0.37，原水が 1.02，
浄水が 0.15 となり，これまでと比べ若干高い値を示した．平成 21 年以降の検出指標値の推
移を見ると 河川水，原水，浄水共に上昇傾向にある． 
平成 28 年度の実態調査の結果，河川水で 77 種，原水 111 種，浄水では 62 種の農薬が検

出されている．検出農薬を監視農薬のカテゴリー別に見ると，対象リスト農薬掲載農薬（以
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下対象農薬）が河川水では 52 種，原水では 72 種，浄水では 35 種が検出され，要検討農薬
は河川水では 4 種，原水では 7 種，浄水では 5 種が検出されている．農薬の用途別では，
除草剤が最も多く，河川水で 34 種，原水は 53 種，浄水は 29 種であり，分解物も原水で 10
種，浄水で 5 種検出されていた． 
個別の農薬に関しては，河川水において検出最大濃度が 1µg/L を超えた農薬はブロモブチ

ド，メトミノストロビン，アシュラム，ピロキロン，ベンタゾン，ブタクロール，イプロ
ベンホスでいずれも対象農薬であった．浄水において検出最大濃度が 1µg/L を超えた農薬
はブロモブチド，ピロキロンの 2 農薬となり，昨年の 14 農薬と比べて減少した． 
基準改正後の 3 年間における測定実績に基づき，新農薬リストの農薬の検出状況を分析す

るとともに，分類見直しに用いられた測定指標値の妥当性について考察した．測定指標値
を用いて，今後，対象農薬リスト掲載農薬類への追加を検討すべき農薬を検討したところ，
8 農薬（エチプロール，ヒメキサゾール，ブロマシル，メタアルデヒド，ピラゾスルフロン
エチル，フラメトピル，イプフェンカルバゾン，オキサジアゾン）が抽出された．今後，
農薬の実態調査を実施し，水源における存在状況を確認する予定である． 
ネオニコチノイド系農薬としては、相模川の調査で，イミダクロプリド，クロチアニジン，

ジノテフラン，ニテンピラムが検出された．イプフェンカルバゾンについて測定方法の検
討を行い，神奈川県内の 5 河川で実態調査を実施したところ，調査を実施したいずれの河
川からもイプフェンカルバゾンが検出され，最大検出濃度は 0.025µg/L であった．イプフェ
ンカルバゾンは平成 25 年に登録されたが，出荷量が急増しており，テフリルトリオンとほ
ぼ同じ出荷量となっており，知見の収集が必要である．テフリルトリオンは環境中や浄水
処理の塩素処理によりほぼ等量の CMTBA に変化するが，CMTBA はトリケトン構造を有し
ないため，個別農薬評価値への算入は必要なかった．だが，フィプロニル等の農薬の分解
物について検討を行ったところ，いずれの河川からもフィプロニルとその分解物であるフ
ィプロニルスルフィドとフィプロニルスルフォンが検出された．フィプロニルスルフィド
の検出濃度はフィプロニルの検出濃度の概ね 4 割程度であり，フィプロニルフルフォンの
検出濃度はフィプロニルの検出濃度の概ね 2～3 倍程度であった． 
アクリロニトリル及び酸化プロピレンについて、原水、浄水の存在状況調査を実施した。

アクリロニトリルは、いずれも原水には痕跡以上の物質は検出されなかった．浄水試料で
は、２つの浄水場の浄水で検出された。値はいずれも 0.00002(mg/L)であった．検出された
浄水場の工程について調査を行ったが，アクリロニトリルは全ての検体において不検出
（<0.00002mg/L）であった。ただし、ある浄水場については、ろ過池前は定量下限値未満
であるが、ろ過池後で参考値にすると 0.00001mg/L 相当検出された。酸化プロピレンは全
ての検体において不検出であった． 

  
 
Ａ．研究目的 
水道水源で使用される化学物質・農薬の状

況を把握し，水道の水質管理の向上に資する
ため，実態調査を実施し，検出傾向の解析を
行った．特に水源となる流域に開放的に使用
される化学物質として量が多い農薬について
重点的に解析を行う． 
また，近年の使用量の増加している農薬に

ついて，実態調査に関する検討，実態調査，
浄水処理性に関する検討を行った． 

 農薬以外の化学物質については，過去の事
例等の情報収集を行い，検出状況に関して検
討を行った． 
 
Ｂ．研究方法 
1)農薬の使用量推移等に関する検討 
水道水質に関する農薬類，化学物質の管理

向上に資するため，実態調査及び情報収集を
行った． 
2)農薬類実態調査結果の解析 
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全国 13 水道事業体（八戸圏域水道企業団，
仙台市，茨城県，千葉県，東京都，埼玉県，
神奈川県，神奈川県内広域水道企業団，新潟
市，奈良県，大阪市，神戸市，広島市，福岡
県南広域水道企業団）で実施された農薬実態
調査結果を集計し，検出された農薬について
とりまとめた．各水道事業体の測定農薬はこ
れまでの測定実績に加えて，各流域での農薬
の使用実績や出荷実績に基づきそれぞれの事
業体の判断により選定されている．分科会及
び協力の水道事業体の実態調査結果から農薬
検出濃度，検出頻度及び検出指標値（Σ 値）
の集計を行った． 
3) リスト掲載農薬の検出状況とリストに追
加すべき農薬の選定 
基準改正後の 3 年間における測定実績に基

づき，新農薬リストの農薬の検出状況を分析
するとともに，分類見直しに用いられた測定
指標値の妥当性について考察した．新農薬リ
ストの測定実績には，厚生労働科学研究の化
学物質・農薬分科会において収集した 14 水道
事業体の原水及び河川水の測定データと水道
統計（水質編）データを用いた．対象年は，
基準改正後の平成 25 年度から平成 27 年度の
3 ヶ年とした（水道統計のみ平成 26 年度まで
の 2 ヶ年）．農薬によっては，当該期間に目標
値（GV）が改正されたものもあり，本研究で
は平成27年4月時点における目標値を用いて，
検出値が目標値の 1/100 以上であれば，「検出
有」と判定した． 
4)新規農薬の実態調査に関する検討 
固相抽出-LC/MS 法等を用いて水道水及び

河川水中におけるネオニコチノイド系農薬類
などを含む 60 物質の測定方法の検討を行い，
相模川水系における実態調査を行った。ADI
に対する出荷量が多い農薬としてイプフェン
カルバゾン等の測定方法の検討を行った． 
5)農薬分解物に関する検討 
テフリルトリオン，フィプロニル等の農薬

の分解物について，分解物の生成割合，構造
に関する検討を行い，フィプロニルとその分
解物であるフィプロニルスルフィドとフィプ
ロニルスルフォンの測定方法を確立し，河川
の実態調査を行った． 
6) 化学物質に関する基礎情報と検出状況に

関するデータベースの作成 
基準項目及び基準項目以外の化学物質等に

ついて，基礎情報の収集と検出状況に関する
調査を行い，評価値または仮の評価値との比
較を行った． 
 
Ｃ．研究結果及びＤ．考察 
1)農薬の使用量推移等に関する検討 
水道水質に関する農薬類，化学物質の管理

向上に資するため，実態調査及び情報収集を
行った．農薬要覧 2016 に記載されている平成
27 農薬年度（平成 26 年 10 月～平成 27 年 9
月）における農薬製剤出荷量は約 22.8 万 t で
昨年より約 0.9t 減少している．農薬出荷量は
1980 年代以降，減少を続けてきたが，平成 25
農薬年度にはじめて増加に転じ，平成 26 農薬
は昨年とほぼ同量出荷量であったが，平成 27
農薬年度には減少している．平成 27 農薬年度
における農薬の用途別農薬製剤出荷量は殺虫
剤：76,202t（前年比 8%減），殺菌剤：41,722t
（前年比 4%減），殺虫殺菌剤：19,054t（前年
比 4%減），除草剤：78,866t（前年比 2%増）
であった．平成元年比では，殺虫剤 42%、殺
菌剤 42%，殺虫殺菌剤 32%、除草剤 53%であ
り，10 年前の平成 17 農薬年度比では，殺虫
剤 72%、殺菌剤 75%，殺虫殺菌剤 73%、除草
剤 113%であり，除草剤のみが増加に転じて
いる．登録農薬原体数は新たに 8 化合物が追
加され，平成 28 年 9 月現在 579 種類で，平成
16 農薬年度以降増加傾向にある．登録農薬製
剤数は平成 27 年 9 月現在，殺虫剤：1097，殺
菌剤：911，殺虫殺菌剤：527，除草剤：1509，
合計：4375 となっており，平成元年比で 70%，
平成 16 農薬年度比で 96%と減少している．
内訳を見ると，殺虫剤の登録製剤数の減少が
顕著であり，除草剤に関しては登録製剤数が
増加している．平成元年以降の用途別農薬製
剤出荷量と登録農薬原体数の推移を図１に，
用途別登録農薬製剤数の推移を図 2 に示す． 
個別の農薬原体について見ると，平成 27 農

薬年度出荷量が 100t 以上あった農薬原体は
66 原体であったが，これには石灰窒素や消石
灰等も含まれているおり，水道水源において
農薬として監視の必要性のある合成化学物質
は 55 種類であった．中でも 1000t 以上と特に
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出荷量が多い農薬原体は，D-D，クロルピク
リン，ダゾメット，グリホサートカリウム塩，
マンゼブ，グリホサート，イソプロピルアミ
ン塩であり，これまでと同様の傾向であった．
出荷量が多く，出荷量が増加傾向のある農薬
原体の一例として，例えば，平成 27 農薬年度
の出荷量が 50t 以上，平成 22 農薬年度比で
20%以上増加として 13 農薬（グリホサート
（カリウム塩），イソチアニル，クロチアニジ
ン，プロスルホカルブ，カーバムナトリウム
塩，DCMU，ブロマシル，ポリオキシエチレ
ンメチルポリシロキサン，メタミトロン，ソ
ルビタン脂肪酸エステル，ピラクロニル，
MCPP カリウム，MCPA ナトリウム塩）が該
当した．このうち，クロチアニジンがネオニ
コチノイド系農薬であった．また，平成 27
農薬年度の出荷量が 10t 以上，平成 21 農薬年
度比で出荷量が倍増した農薬として 16 農薬
（アミスルブロム，イソチアニル，イミシア
ホス，カルブチレート，クロラントラニリプ
ロール，チオシクラム，テトラピオン，テフ
リルトリオン，プロスルホカルブ，ピメトロ
ジン，ピリフタリド，フラメトピル，ペンチ
オピラド，メタミトロン，メタラキシル M）
が該当した．これらの農薬には登録後，急速
に出荷量を伸ばしている新規登録農薬も含ま
れており，今後の出荷動向や使用実績を注視

する必要がある．一方，2012 年以降 14 種類
の農薬原体が失効している．今年度新たに 2
農薬（ホサロン，フルアジホップ）が失効し
たが，出荷量は僅かであった． 

 

 
図 1 農薬製剤出荷量と登録原体数の推移 
 

 
図 2 用途別登録農薬製剤数の推移 

 
 

表 1 平成 28 年度全国農薬実態調査の概要 
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2)農薬類実態調査結果の解析 
平成 28 年度の実態調査結果の概要を表 1

に示す．実態調査の結果，河川水で 77 種，原
水 111 種，浄水では 62 種の農薬が検出されて
いる．検出農薬を監視農薬のカテゴリー別に
見ると，対象リスト農薬掲載農薬（以下対象
農薬）が河川水では 52 種，原水では 72 種，
浄水では 35 種が検出され，要検討農薬は河川
水では 4 種，原水では 7 種，浄水では 5 種が
検出されている．農薬の用途別では，除草剤
が最も多く，河川水で 34 種，原水は 53 種，
浄水は 29 種であり，分解物も原水で 10 種，
浄水で 5 種検出されていた．検出指標値に関
しては，平成 28 年度実態調査における検出指
標値とこれまでの実態調査における検出指標
値の推移を図 3,4 に示した． 
平成 28 年度実態調査における検出指標値

の最大値は，河川水が 0.37，原水が 1.02，浄
水が 0.15 となり，これまでと比べた若干高い
値を示した．平成 21 年以降の検出指標値の推
移を見ると 河川水，原水，浄水共に上昇傾向
にある． 
個別の農薬に関しては，平成 28 年度の実態

調査における河川水，原水，浄水の最大検出
濃度上位農薬，最大個別農薬評価値上位農薬
を表 2～6 示した．河川水において検出最大濃
度が 1µg/L を超えた農薬はブロモブチド，メ
トミノストロビン，アシュラム，ピロキロン，
ベンタゾン，ブタクロール，イプロベンホス
の 6 農薬でいずれも対象農薬であった．個別
農薬評価値に関しては，テフリルトリオン，
ベンゾフェナップ，メトミノストロビン，メ
コプロップが 0.1 以上を示した．原水におい
て検出最大濃度が 1µg/L を超えた農薬はブロ
モブチド，モリネート，ベンタゾン，ピロキ
ロン，イソプロチオラン，アミノメチルリン
酸，メトミノストロビン，メトリブジン，ジ
ノテフランの 9 農薬で，アミノメチルリン酸
が分解物，ジノテフランがその他農薬であっ
たが残りの農薬は対象農薬であった． 

 
個別農薬評価値に関しては，テフリルトリ

オン，モリネートが 0.1 以上を示した．浄水
において検出最大濃度が 1µg/L を超えた農薬

はブロモブチド，ピロキロンの 2 農薬となり，
昨年の 14 農薬と比べて大きく減少した．個別
農薬評価値に関しては，テフリルトリオンの
分解物であるCMTBAがテフリルトリオンの
目標値を用いて計算すると 0.1 を超え，それ
以外にはメトリブジン，ピロキロン，ブロモ
ブチド，インダノファンが 0.01 を超えた．こ
れらはいずれも対象農薬である．本年度の実
態調査で高い検出濃度，個別農薬評価値，検
出率を示した農薬はこれまでの調査と大きな
違いは見られなかったが，個別農薬評価値が
高い農薬，即ち検出指標値への寄与が高い農
薬は目標値が低い農薬であることがわかる．
また，測定対象農薬が見直されて一定の時間
が経過したことから，対象農薬に加えられた
要検討農薬やその他農薬に測定回数，検出回
数も増えている． 

 
 

 

図 3 H28 農薬実態調査における検出指標 
 

 

図 4 過去の農薬実態調査における検出指標
値の推移 
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3) リスト掲載農薬の検出状況とリストに追
加すべき農薬の選定 
測定指標値を用いて，今後，対象農薬リス

ト掲載農薬類への追加を検討すべき農薬を要
検討農薬類，その他農薬類及び追加検討農薬
から，抽出した。抽出に当たっては， 
・検出実績がある農薬 
・要検討農薬類で，複数地域で第１基準に

該当する農薬 
・その他農薬類及び追加検討農薬で，複数

地域で第１基準に該当，並びに水田使用があ
る農薬 
・食品安全委員会による ADI の評価がある

農薬 
その結果，８農薬（エチプロール，ヒメキ

サゾール，ブロマシル，メタアルデヒド，ピ
ラゾスルフロンエチル，フラメトピル，イプ
フェンカルバゾン，オキサジアゾン）が抽出
された．なお，テフリルトリオン及びメチル
イソチオシアネート（MITC）もこの基準に
該当したが，H29.4 月に対象農薬リスト掲載
農薬類への移行予定であるため，除外してい
る．  
4)新規農薬の検出状況 
固相抽出-LC/MS 法を用いて水道水及び河

川水中における農薬類など 60 物質の相模川
水系における実態調査を行ったところ，新た
に測定した農薬の中では、その他農薬類であ
るキザロホップエチル、ピリミノバックメチ
ル、フラメトピルが河川水から比較的高い濃
度で検出され、これらの農薬は水道水の試料
からも検出された。 
ネオニコチノイド系農薬としては、相模川

の調査で，イミダクロプリド，クロチアニジ
ン，ジノテフラン，ニテンピラムが検出され
た．ネオニコチノイド系農薬は目標値が高い
ため，個別農薬評価値は高くなかったが，イ
ミダクロプリド，クロチアニジン，ニテンピ
ラムが 7 割以上の試料で検出された． 
イプフェンカルバゾンについて神奈川県内

の 5 河川で実態調査を実施したところ，調査
を実施したいずれの河川からもイプフェンカ
ルバゾンが検出され，最大検出濃度は
0.025µg/L であった．結果を図 5 に示す．ADI
から算出したイプフェンカルバゾンの仮想目

標値は 2.5µｇ/L であり，今回の調査における
最大個別農薬評価値は 0.001 であった．検出
実態と出荷量の関係を明らかにするため農薬
要覧より算出したテフリルトリオンとイプフ
ェンカルバゾンの全国出荷量の推移を図 6 に
示す．イプフェンカルバゾンは平成 25 年に登
録されたが，出荷量が急増しており，テフリ
ルトリオンとほぼ同じ出荷量となっている．
一方，今回調査を実施した神奈川県における
出荷量は 0.1t 未満とわずかであるが，調査を
実施したいずれの河川からもイプフェンカル
バゾンが検出されている．イプフェンカルバ
ゾンの出荷は増加することが予想されるが，
新潟県のように既に出荷量が 10t を超える地
域もあるためこれらの地域の検出実態を把握
する必要があると考える． 

 

 
図 5 神奈川県内河川におけるイプフェンカ
ルバゾンの検出濃度 
 
 

 

図 6 テフリルトリオンとイプフェンカルバ
ゾンの出荷量の推移 
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5) 農薬分解物に関する調査 
テフリルトリオンは環境中や浄水処理の塩

素処理によりほぼ等量のCMTBAに変化する
が，CMTBA はトリケトン構造を有しないた
め，個別農薬評価値への算入は必要ないと考
えられたが，その他にも分解物の検討が必要
な農薬があると考えられた．フィプロニルと
その分解物について神奈川県内の 5 河川で実
態を調査したところ，いずれの河川からもフ
ィプロニルとその分解物であるフィプロニル
スルフィドとフィプロニルスルフォンが検出
された．フィプロニルスルフィドの検出濃度
はフィプロニルの検出濃度の概ね 4 割程度で
あり，フィプロニルフルフォンの検出濃度は
フィプロニルの検出濃度の概ね 2～3 倍程度
であった．現在，水道のモニタリングでは一
部の有機リン農薬等では分解物のモニタリン
グが行われているが，フィプロニルの分解物
のモニタリングは行われていない．今回の調
査では原体であるフィプロニルよりも分解物
であるフィプロニルスルフォンの濃度が高い
事が確認されたため，他の地域においても分
解物の分析を行う必要がある．特に，フィプ
ロニルスルフォンはフィプロニルと比べ濃度
が高く，長期間検出されている．フィプロニ
ルは農業由来だけではなく，家庭用の殺虫剤
等で使用された物が下水道を介して河川に流
入していることが指摘されているが，渋田川，
鈴川と言った農業用水利用の割合が高い河川
から高い濃度で検出されていることから農業
由来と推察される．加えて塩素処理によりフ
ィプロニルスルフォンクロラミンになるとの
報告もあることから調査を実施，知見を集め
る必要が高いと考える． 
5)化学物質の調査について 
アクリロニトリル及び酸化プロピレンにつ

いて、原水、浄水の存在状況調査を実施した。
化学物質・農薬分科会の 10 事業体（八戸圏域
水道企業団、仙台市水道局、新潟市水道局、
茨城県企業局、千葉県水道局、神奈川県内広
域水道企業団、奈良県水道局、神戸市水道局、
広島市水道局、福岡県南広域水道企業団）及
び 2 協力事業体（大阪市水道局、埼玉県企業
局）に原水及び浄水の採水依頼を行い、検出
状況を調査した。分析の結果、アクリロニト

リルは、いずれも原水には痕跡以上の物質は
検出されなかった。浄水試料では、C 浄水場
の浄水、F 浄水場の浄水及び S 浄水場の浄水
で検出された。値はいずれも 0.00002(mg/L)
であった。 
アクリロニトリルは全ての検体において不

検出（<0.00002mg/L）であった。ただし、C
浄水場については、ろ過池前は定量下限値未
満であるが、参考値にすると 0.00001mg/L 相
当検出された。酸化プロピレンは全ての検体
において不検出であった。 
 
Ｅ．結論 
1)農薬の使用量推移等に関する検討 
農薬要覧 2016 に記載されている平成 27 農

薬年度における農薬製剤出荷量は約 22.8 万 t
で昨年より約 0.9t 減少していた．除草剤は増
加しており，登録農薬原体数は新たに 8 化合
物が追加され，平成28年9月現在579種類で，
増加傾向にある．登録農薬製剤数は殺虫剤：
1097，殺菌剤：911，殺虫殺菌剤：527，除草
剤：1509，合計：4375 となっていた． 
2)農薬類実態調査結果の解析 
 平成 28 年度の実態調査の結果，河川水で
77 種，原水 111 種，浄水では 62 種の農薬が
検出されている．検出農薬を監視農薬のカテ
ゴリー別に見ると，対象リスト農薬掲載農薬
（以下対象農薬）が河川水では 52 種，原水で
は 72 種，浄水では 35 種が検出され，要検討
農薬は河川水では 4 種，原水では 7 種，浄水
では 5 種が検出されている．農薬の用途別で
は，除草剤が最も多く，河川水で 34 種，原水
は 53 種，浄水は 29 種であり，分解物も原水
で 10 種，浄水で 5 種検出されていた． 
個別の農薬に関しては，河川水において検

出最大濃度が 1µg/L を超えた農薬はブロモブ
チド，メトミノストロビン，アシュラム，ピ
ロキロン，ベンタゾン，ブタクロール，イプ
ロベンホスでいずれも対象農薬であった．浄
水において検出最大濃度が 1µg/L を超えた農
薬はブロモブチド，ピロキロンの 2 農薬とな
り，昨年の 14 農薬と比べて減少した．3)基準
改正後の測定実績に基づき，新農薬リストの
検出状況を分析し，分類見直し基準の妥当性
を評価した．その結果，新たに追加された農
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薬が検出農薬数の 1/4 を占めること，分類見
直しの測定指標値が有効である一方，分類見
直し基準の設定方法に課題があることも示さ
れた． 
 今後対象農薬リスト掲載農薬類への追加を
検討すべき農薬を検討したところ，H29.4 に
リストに加えられる予定のテフリルトリオン
及びメチルイソシアネートに加え，8 農薬（エ
チプロール，ヒメキサゾール，ブロマシル，
メタアルデヒド，ピラゾスルフロンエチル，
フラメトピル，イプフェンカルバゾン，オキ
サジアゾン）が抽出された．  

4) ネオニコチノイド系農薬としては、相模
川の調査で，イミダクロプリド，クロチアニ
ジン，ジノテフラン，ニテンピラムが検出さ
れた．イプフェンカルバゾンについて測定方
法の検討を行い，神奈川県内の 5 河川で実態
調査を実施したところ，調査を実施したいず
れの河川からもイプフェンカルバゾンが検出
され，最大検出濃度は 0.025µg/L であった．
イプフェンカルバゾンは平成 25 年に登録さ
れたが，出荷量が急増しており，テフリルト
リオンとほぼ同じ出荷量となっており，知見
の収集が必要である． 
5) テフリルトリオンは環境中や浄水処理の
塩素処理によりほぼ等量のCMTBAに変化す
るが，CMTBA はトリケトン構造を有しない
ため，個別農薬評価値への算入は必要なかっ
た．フィプロニル等の農薬の分解物について
検討を行ったところ，いずれの河川からもフ
ィプロニルとその分解物であるフィプロニル
スルフィドとフィプロニルスルフォンが検出
された． 
6)化学物質の検出状況について検討したとこ
ろ，1,2-エポキシプロパン（酸化プロピレン），
アクリロニトリル，ヘキサメチレンテトラミ
ン，ヒドラジン等の検出濃度が仮の評価値に
比べて高かった．化学物質の基礎情報と検出

状況についてデータベースを作成し，インタ
ーネットで公表できるようにした． 
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